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　国税関係書類の提出期限の原則は到達主義ですが、郵便や信書
便で提出された確定申告書などの納税申告書は通信日付印の日付
が提出日とみなされる発信主義が適用されます。ただし、封書や
レターパックと異なり、ゆうパックやゆうメールでは信書便を送
れませんので注意が必要です。

発信主義と信書便の送付

3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH
21日・春分の日
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国　税／ 平成26年分所得税の確定
申告 2月16日～3月16日

国　税／ 個人の青色申告の承認申請
 3月16日

国　税／ 贈与税の申告 
 2月1日（窓口受付は2日）～3月16日

国　税／ 2月分源泉所得税の納付 
 3月10日

国　税／ 個人事業者の26年分消費
税の確定申告 3月31日

国　税／ 1月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等） 3月31日

国　税／ 7月決算法人の中間申告 
 3月31日

国　税／ 4月、7月、10月決算法人の消
費税の中間申告（年3回の場
合） 3月31日

地方税／ 個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）
の申告 3月16日

木蓮



３月号─2

　

平
成
二
十
七
年
一
月
よ
り
、
高
額

療
養
費
制
度
の
自
己
負
担
限
度
額
が

一
部
変
更
と
な
り
ま
し
た
。

　

制
度
の
概
要
と
変
更
点
に
つ
い
て

触
れ
て
い
く
こ
と
と
し
ま
す
。

一
　
高
額
療
養
費
制
度
と
は

　

長
期
入
院
や
長
期
通
院
の
場
合
に

は
、
医
療
費
の
自
己
負
担
額
が
高
額

に
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

家
計
の
負
担
を
軽
減
で
き
る
よ
う
、

同
一
の
月
（
一
日
か
ら
月
末
ま
で
）

に
か
か
っ
た
医
療
費
の
自
己
負
担
額

の
う
ち
、
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え

た
分
を
後
で
払
い
戻
す
の
が
高
額
療

養
費
制
度
で
す
。

　

な
お
、
保
険
外
併
用
療
養
費
を
受

け
て
い
る
と
き
の
先
進
医
療
に
係
る

費
用
や
差
額
ベ
ッ
ド
代
等
、
入
院
時

食
事
療
養
費
や
入
院
時
生
活
療
養
費

の
標
準
負
担
額
は
、
高
額
療
養
費
を

算
出
す
る
際
の
自
己
負
担
額
に
は
含

め
な
い
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

二
　
自
己
負
担
限
度
額

㈠
　
自
己
負
担
限
度
額

　

年
齢
お
よ
び
所
得
状
況
等
に
よ
り

設
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

七
十
歳
未
満
の
方
は
、
負
担
能
力

に
応
じ
た
負
担
を
求
め
る
観
点
か
ら
、

平
成
二
十
七
年
一
月
診
療
分
よ
り
、

所
得
区
分
が
三
区
分
（
資
料
①
）
か

ら
五
区
分
（
資
料
②
）
へ
と
細
分
化

さ
れ
ま
し
た
。

　

七
十
歳
以
上
七
十
五
歳
未
満
の
方

は
、
区
分
の
変
更
が
行
わ
れ
て
お
ら

ず
従
来
ど
お
り
（
資
料
③
）
で
す
。

㈡
　
世
帯
合
算

　

世
帯（
※
）で
複
数
の
方
が
病
気
や
負

傷
の
た
め
医
療
機
関
で
受
診
し
た
場

合
や
、
一
人
が
複
数
の
医
療
機
関
で

受
診
し
た
場
合
、
一
つ
の
医
療
機
関

で
入
院
と
外
来
の
受
診
を
し
た
場
合

は
、
自
己
負
担
額
は
世
帯
で
合
算
す

る
こ
と
が
で
き
、
そ
の
合
算
し
た
額

が
自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
た
と
き

は
、超
え
た
額
が
払
い
戻
さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
七
十
歳
未
満
の
方
の
場
合

は
、
受
診
者
別
に
次
の
基
準
に
よ
り

そ
れ
ぞ
れ
算
出
さ
れ
た
自
己
負
担
額

（
一
か
月
あ
た
り
の
額
）
が
二
万
一
千

円
以
上
と
な
る
も
の
を
合
算
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
七
十
歳
以
上
の
方

に
つ
い
て
は
二
万
一
千
円
に
満
た
な

い
も
の
で
あ
っ
て
も
、
合
算
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

合
算
の
基
準

①　

医
療
機
関
ご
と
に
計
算
し
ま
す
。

ま
た
、
同
じ
医
療
機
関
で
あ
っ
て

も
、
医
科
入
院
、
医
科
外
来
、
歯

科
入
院
、
歯
科
外
来
に
分
け
て
計

算
し
ま
す
。

②　

医
療
機
関
か
ら
交
付
さ
れ
た
処

方
せ
ん
に
よ
り
調
剤
薬
局
で
調
剤

を
受
け
た
場
合
は
、
薬
局
で
支
払

っ
た
自
己
負
担
額
を
、
処
方
せ
ん

を
交
付
し
た
医
療
機
関
に
含
め
て

計
算
し
ま
す
。

※　

こ
こ
で
言
う
世
帯
と
は
、
協
会

け
ん
ぽ
加
入
者
の
場
合
は
「
協
会

け
ん
ぽ
の
被
保
険
者
と
そ
の
被
扶

養
者
」
で
す
。

三
　
現
物
給
付

㈠
　
七
十
歳
未
満

　

医
療
機
関
等
の
窓
口
で
の
支
払
い

が
高
額
と
な
っ
た
場
合
は
、
高
額
療

養
費
制
度
を
利
用
す
る
こ
と
に
よ
り

自
己
負
担
限
度
額
を
超
え
た
額
が
払

い
戻
さ
れ
ま
す
が
、
後
か
ら
戻
さ
れ

る
と
は
い
え
、
一
時
的
な
支
払
い
は

大
き
な
負
担
に
な
り
ま
す
。

　

七
十
歳
未
満
の
方
で
、
医
療
費
が

高
額
に
な
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
る
場

合
に
は
、「
限
度
額
適
用
認
定
証
」

を
利
用
す
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

協
会
け
ん
ぽ
の
場
合
は
、
各
都
道

府
県
の
協
会
け
ん
ぽ
支
部
に
あ
ら
か

じ
め
申
請
（
Ｗ
Ｅ
Ｂ
サ
イ
ト
に
ダ
ウ

ン
ロ
ー
ド
用
の
申
請
書
や
記
入
例
が

あ
り
ま
す
）
を
し
、
限
度
額
適
用
認

定
証
の
交
付
を
受
け
て
お
き
ま
す
。

　

所
得
区
分
変
更
前
の
も
の
を
お
持

ち
の
方
は
、
新
た
な
区
分
表
記
の
限

度
額
適
用
認
定
証
の
交
付
を
受
け
る

必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

病
院
に
行
く
と
き
に
、
健
康
保
険

被
保
険
者
証
と
限
度
額
適
用
認
定
証

を
窓
口
に
提
示
す
る
と
、
一
か
月
間

（
一
日
か
ら
月
末
ま
で
）
に
窓
口
で

支
払
う
額
が
自
己
負
担
限
度
額
ま
で

（
※
）と
な
り
ま
す
。

※　

同
月
に
入
院
や
外
来
な
ど
複
数

受
診
が
あ
る
場
合
は
、
高
額
療
養

費
の
申
請
が
必
要
と
な
る
こ
と
が

あ
り
ま
す
。

㈡
　
七
十
歳
以
上

　

限
度
額
適
用
認
定
証
の
手
続
き
は

不
要
で
す
。

　

健
康
保
険
被
保
険
者
証
と
高
齢
受

給
者
証
を
医
療
機
関
に
提
示
す
る
こ

高
額
療
養
費
制
度

の
変
更

健
康
保
険



3─３月号

と
で
、
一
か
月
分
の
医
療
費
が
一
定

の
金
額
（
自
己
負
担
限
度
額
）
ま
で

と
な
り
ま
す
。

四
　
多
数
該
当

　

高
額
療
養
費
の
支
給
対
象
と
な
る

月
数
が
直
近
の
十
二
か
月
間
に
三
か

月
以
上
あ
っ
た
と
き
は
、
四
か
月
目

（
高
額
療
養
費
の
該
当
月
は
連
続
し

て
い
る
必
要
が
な
い
た
め
、
直
近
十

二
か
月
に
三
回
あ
れ
ば
、
四
回
目
か

ら
は
多
数
該
当
と
し
て
扱
わ
れ
ま
す
）

か
ら
自
己
負
担
限
度
額
が
さ
ら
に
引

き
下
げ
ら
れ
ま
す
。

　

限
度
額
適
用
認
定
証
を
使
用
し
、

高
額
療
養
費
を
現
物
で
受
け
た
月
も

回
数
に
含
ま
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
転
職
し
た
場
合
で
あ
っ
て

も
保
険
者
が
同
一
（
例
え
ば
、
以
前

の
職
場
と
新
し
い
職
場
が
、
そ
れ
ぞ

れ
協
会
け
ん
ぽ
の
適
用
事
業
所
）
の

と
き
は
回
数
が
通
算
さ
れ
ま
す
。

　

多
数
該
当
の
と
き
の
自
己
負
担
限

度
額
に
つ
い
て
も
平
成
二
十
七
年
一

月
以
降
の
診
療
分
か
ら
変
更
さ
れ
て

い
ま
す
（
資
料
②
）。

　

な
お
、
七
十
歳
以
上
七
十
五
歳
未

満
の
方
の
多
数
該
当
に
つ
い
て
は
、

区
分
の
変
更
が
行
わ
れ
て
お
ら
ず
従

来
ど
お
り
（
資
料
③
）
で
す
。

資料①　70歳未満　＜平成26年12月診療分まで＞
所得区分 自己負担限度額 多数該当

区分Ａ
（標準報酬月額53万円以上） 150,000円＋（総医療費−500,000円）×1％ 83,400円

区分Ｂ
（区分Ａおよび区分Ｃ以外） 80,100円＋（総医療費−267,000円）×1％ 44,400円

区分Ｃ（被保険者が市区町村
民税の非課税者等） 35,400円 24,600円

注　区分Aに該当する場合は、市区町村民税非課税者であっても区分Aとなります。

資料②　70歳未満　＜平成27年１月診療分から＞
所得区分 自己負担限度額 多数該当

区分ア
（標準報酬月額83万円以上） 252,600円＋（総医療費−842,000円）×1％ 140,100円

区分イ
（標準報酬月額53〜79万円） 167,400円＋（総医療費−558,000円）×1％ 93,000円

区分ウ
（標準報酬月額28〜50万円） 80,100円＋（総医療費−267,000円）×1％ 44,400円

区分エ
（標準報酬月額26万円以下） 57,600円 44,400円

区分オ（被保険者が市区町村
民税の非課税者等） 35,400円 24,600円

注　区分ア・イに該当する場合、市区町村民税非課税者であっても区分ア・イとなります。

資料③　70歳以上75歳未満

所得区分 自己負担限度額
外来（個人ごと） 外来・入院（世帯）

１　現役並み所得者
（標準報酬月額28万円以上で
高齢受給者証の負担割合3割）

44,400円
80,100円＋（総医療費−
267,000円）×1％
［多数該当：44,400円］

２　一般所得者
（１および３以外） 12,000円 44,400円

３　低所得者 Ⅱ（※1） 8,000円 24,600円
Ⅰ（※2） 15,000円

※1：被保険者が市区町村民税の非課税者等
※2：被保険者とその扶養家族全ての収入から必要経費・控除額を除いた後の所得がない者
注　現役並み所得者に該当する場合は、市区町村民税非課税等であっても現役並み所得者と
　　なります。
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　総務省の年金記録の「確認申立て」は、
年金記録問題に対応するため応急的に設け
られたもので、平成27年２月末で受付終
了となりました。
　しかしながら、年金記録の訂正事案は今
後も発生する可能性があり、このような事
案にも的確に対処するため、恒常的な記録
訂正手続を整備することが求められていま
した。
　このため、法律改正により年金記録の訂
正を求める制度が厚生労働省に創設され、
平成27年３月からスタートしました。
　年金事務所又は年金相談センターで年金
記録の確認（「年金記録照会申出書」や「ね
んきん定期便」等の「年金加入記録回答票」
による申出）を行い、国民年金・厚生年金
保険の記録が間違っていると思われる方
は、これまでと同様にお近くの年金事務所
で年金記録の訂正の請求をすることができ

ます。
　住まいの地域の地方厚生（支）局に設置
された地方審議会（民間の専門家である弁
護士、社会保険労務士、税理士などによる
会議）で審議した上で公平・公正な判断を
行い、その後に記録の訂正・不訂正の決定
通知が送られます。
　決定に不服がある場合は、厚生労働大臣
に対して行政不服審査法に基づく審査請求
を行うことや、地方厚生（支）局の決定の
取消を求めて、裁判所に訴訟を提起するこ
ともできます。
　日本年金機構のＷＥＢサイトには年金相
談の専用回線の案内や相談窓口の混雑予測
も掲載されていますので、ご活用ください。

＜訂正をすることができる主な事例＞
・働いていた期間について、実際の退職日
より前に厚生年金保険の資格を喪失した
記録になっている。
・会社から払われた賞与のうち、平成○年
○月に支払われた記録がない。

　会社を辞め、失業している期間中は法律
により決められた一定期間、雇用保険から
基本手当が支給されます。
　その後、安定した職業（１年を超えて雇
用される見込みがある）に再就職をする等
の一定要件を満たしたときには基本手当の
支給残日数に応じて「再就職手当」が支給さ
れます。
　現行の再就職手当は、再就職時の支給残
日数が多いほど給付率が高くなる仕組みに
改められています。
　具体的には、所定給付日数の３分の２以
上を残して再就職した場合は基本手当の支
給残日数の「60％」、３分の１以上を残し
ている場合は支給残日数の「50％」を基本
手当日額に乗じて得た額とされます。
　なお、再就職手当の受給者が新たな職場
で６か月以上雇用され、再就職後６か月間
の賃金が、離職前の賃金よりも低い場合に
は「就業促進定着手当」も受けられます。

　
労
働
契
約
を
締
結
す
る
際
、
使
用

者
は
労
働
者
に
対
し
て
労
働
条
件
を

明
示
す
る
こ
と
と
さ
れ
、
労
働
契
約

期
間（
有
期
労
働
契
約
の
更
新
が
あ

り
得
る
場
合
は
、
更
新
の
判
断
基
準

も
含
む
）や
労
働
時
間
、
賃
金
、
退

職
等
の
一
定
事
項
は
書
面
の
交
付
が

義
務
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
労
働
時
間
の
短
い
パ
ー
ト
労
働
者

に
対
し
て
は
、
一
般
労
働
者
よ
り
明

示
事
項
が
多
く
設
け
ら
れ
て
お
り
、

「
昇
給
・
退
職
手
当
・
賞
与
」の
有
無

に
加
え
、
平
成
二
十
七
年
四
月
以
降

は「
雇
用
管
理
の
改
善
等
に
関
す
る

事
項
に
係
る
相
談
窓
口
」に
つ
い
て

も
明
示
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

　
労
働
条
件
が
あ
い
ま
い
な
ま
ま
雇

い
入
れ
た
場
合
は
ト
ラ
ブ
ル
に
な
る

こ
と
も
あ
る
た
め
、
不
明
点
は
労
働

基
準
監
督
署
に
確
認
・
相
談
を
し
な

が
ら
、
労
働
者
を
受
け
入
れ
る
準
備

を
進
め
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

年金記録の訂正手続

再就職手当の給付率（雇用保険）
労
働
条
件
の
明
示
（
労
働
基
準
法
・
パ
ー
ト
労
働
法
）


